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次に、罰金額が最も高いのは、ベルギーの 110 万ユーロ（約 135 万 1,000 ドル）で、これに、ノ
ルウェーの 48 万ユーロ（約 58 万 9,000 ドル）、米国の 25 万ドル、フランスの 15 万ユーロ（約
18 万 4,000 ドル）が続く3。もっとも、米国では、代替的罰金条項が適用されれば、絶対値として
の上限がなくなる点に注意が必要である。日本は 300 万円（約 3 万 8,000 ドル）であり、米国など

















日本の 3 億円（約 370 万ドル）であり、次にベルギーの 198 万ユーロ（約 243 万ドル）が続く。も
っとも、同国では贈賄の対象によって上限は異なり、一般公務員の場合は 26 万 4,000 ユーロ（約 32
万 4,000 ドル）、警察官などの場合は 132 万ユーロ（約 162 万 1,000 ドル）、裁判官などの場合は
198 万ユーロ（約 243 万ドル）となる。次に、米国の 200 万ドルが高いが、同国では、選択的刑罰制
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度が適用された場合には、最高 250 万ドルが科される可能性がある5。また、フランスは 75 万ユーロ
（約 92 万 1,000 ドル）、フィンランドは 85 万ユーロ（約 104 万 4,000 ドル）、スウェーデンは 300
万クローネ（約 27 万 8,000 ドル）と罰金の上限を設定している6。 
なお、オランダでは、同じ贈賄でもその内容の違いによって、最高 6 万 7,000 ユーロ（約 8 万 2,000
ドル）から最高 67 万ユーロ（約 82 万ドル）へ変化する7。韓国では、法人の罰金として、1,000 万ウ










れていなかったが、英国では、2002 年 2 月に施行された改正腐敗防止法により、日本では、2005 年
1 月に施行された改正不正競争防止法により規定された9。 
外国公務員贈賄防止条約は、属地主義を原則としながらも、国内法上での属人主義の原則に従う限
りにおいて、属人主義を採用しうるとしている10。つまり、A 国民が B 国において外国公務員への贈












































いる。表 1 は、贈賄禁止条項と会計処理条項の罰則の違いをまとめたものである。 
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表１：贈賄禁止条項違反と会計処理条項違反の罰則の違い 













法人、自然人ともに、1万ドル以下 民事制裁金 法人 ：５万ドルから50万ドル 
自然人：5,000ドルから10万ドル 
有 違法利益の没収 無 
ＤＯＪ 執行機関 ＳＥＣ 
出典：清井幸恵（2008）「米国当局が日本企業もターゲットに！海外腐敗行為防止法のリスクと対策」
『経理情報』No.1187. 中央経済社, 39 ページをもとに筆者作成。 
 
まず、刑事罰として、贈賄禁止条項違反では、違反毎に、法人は 200 万ドル以下の罰金、自然人は 25
万ドル以下の罰金と 5 年以下の懲役のいずれかまたはその両方を科されるが、会計処理条項違反では、
法人は 2,500 万ドル以下の罰金、自然人は 50 万ドル以下の罰金と 20 年以下の懲役のいずれかまたはそ
の両方を科される15。だが、違反により金銭的な利益や損失が生じた場合は、代替的罰金条項が適用さ
れ16、FCPA の罰則上限に関わらず、罰金が最大その利得額の 2 倍にまで高額化する場合がある17。 
次に、民事罰として、贈賄禁止条項違反では、違反毎に、法人と自然人はともに 1 万ドル以下の民
事制裁金を科されるが、会計処理条項違反では、法人は 50 万ドル以下の民事制裁金、自然人は 10 万

























出典：Shearman & Sterling LLP, (2011) FCPA Digest－Cases and Review Releases Relating to 
Bribes to Foreign Officials under the Foreign Corrupt Practices Act of 1977, 
http://www.shearman.com/files/upload/FCPA-Digest-Jan-2011.pdf, i. 
 
FCPA の摘発は、1977 年の制定当初はほとんど行われなかったものの、2005 年ごろから活発化し















出典：Ibid., vi に、FCPA Digest－Cases and Review Releases Relating to Bribes to Foreign Officials 
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また、FCPA 施行後の最初の 25 年間の罰金または民事制裁金額は 100 万ドルを超える程度であっ
たが、2004 年以降急速に高額化している（図 3）26。 
2008 年と 2009 年の急激な高額化は、1 社で高額の罰金・民事制裁金が科される事例が続いたため
である。2008 年のシーメンス AG の罰金・民事制裁金は合計 8 億ドル、2009 年のハリバートン/KBR
の罰金・民事制裁金は 5 億 7,900 万ドルであった27。特に、2010 年の罰金・民事制裁金の総額は過去
最高の 17 億 8,200 万ドルであり、1 ドルを日本円で 80 円としても、1,425 億 6,000 万円に上る。高
額の罰金・民事制裁金を科すケースは、一般化してきており、実際 2008 年のシーメンス AG の事例
以降、1 社で罰金・民事制裁金が 1 億ドルを超えるケースが毎年少なくとも 1 件は起きるようになっ
ている。 
 













※2008 年と 2009 年のみ、シーメンス AG の罰金 8 億ドルとハリバートン/KBR の 5 億 7,900 万ドル
を、色を変えて示している。 
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億 5,000万ドル超を支払い、これら 3社で 2010年の総額の 2/3に相当する 11億ドルを支払っている。
加えて、ダイムラー、パナルピナ（Panalpina）、アルカテル（Alcatel）の 3 社もそれぞれ 1 億ドル近
い罰金・民事制裁金を支払っており、これら 6 社だけでも 2010 年の罰金・民事制裁金の合計の 80%分
を支払ったことになる。これら 6 社は全て米国外企業である28。 
なお、2010 年から 2011 年にかけて罰金・民事制裁金の総額が 1/3 以下に減少している理由は、高
額の FCPA 違反の摘発が少なかったためである29。たとえば、2011 年に罰金・民事制裁金が 1 億ド
ルを超えたケースは 1 件だけであり、2,000 万ドルを超えたケースもジョンソン・エンド・ジョンソ
ンの 7,000 万ドルとマグヤー・テレコム（Magyar Telekom）の 9,500 万ドルの 2 件だけであった。 
また、FCPA では、自然人である外国人に対しても、禁固刑や身柄拘束などの重い実刑が科されてい
る。たとえば、2008 年、ブリジストンの国際営業部長ヒオキ・マサオに拘禁 2 年、罰金 8 万ドルが科
せられている30。このケースにおいて、彼は、2004 年 1 月から 2007 年 5 月にかけて、中南米の現地販
売代理人が現地国営企業の社員へ贈賄を行っていたことを知っていながら、隠ぺい工作を講じていた。 
ところで、上述した 2008 年のシーメンス AG の事例は、外国公務員への汚職を取り巻くコンプラ
イアンス・リスクの高まりと複雑さを象徴している。科された 8 億ドルのうち、3 億 5,000 万ドルは
SEC の民事訴追による民事制裁金であり、残りの 4 億 5,000 万ドルは DOJ の刑事訴追による罰金で
あり、罰金と民事制裁金ともに巨額であった31。さらに、同社は、2007 年の時点でミュンヘンの検察
庁に既に 2 億 100 万ユーロ（当時約 2 億 8,500 万ドル）の罰金を支払っていたが、今回の事件の発覚
を受け、さらに 3 億 9,500 万ユーロ（当時約 5 億 6,900 万ドル）の罰金の支払いに合意した32。した




FCPA の摘発強化に加えた外国公務員に対する汚職規制強化の新たな展開として、2011 年 7 月 1
日の英国贈収賄禁止法の施行（2010 年 4 月 8 日成立）がある。英国は、同法の成立以前から腐敗行
為に対して厳格であったが、同法は、FCPA にならい外国公務員への汚職に対する処罰のさらなる強
化を目的としている。同法の下では、①贈賄（1 条）、②収賄（2 条）、③外国公務員に対する贈賄












































































































2006 年から、進出先の国・地域でのチップの実態調査を開始し、2010 年 10 月に社内規定を改定し、

































第 2 の基本原則にある経営陣とは、取締役会、所有者、またはそれ以外の同等の立場にある者であ 
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表３：６つの基本原則と対応する取り組みの例 









































英国 Bribery Act の解説とその与える影響―『十分な手続』に関する指針を中心に―」『エヌ・ビー・
エル』No.954, 商事法務, pp.23-33.などを基に筆者作成。 
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